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第１回持続的な成長産業としての建設業のあり方に関する検討会 

２０２６年７月９日 

 

 

【髙橋入札制度企画指導室長】  それでは、定刻となりましたので、ただいまから第１回

持続的な成長産業としての建設業のあり方に関する検討会を開始いたします。 

 本日は、お忙しいところお集まりをいただきまして、誠にありがとうございます。本日、

議事の進行を務めます不動産・建設経済局建設業課の髙橋でございます。よろしくお願い申

し上げます。 

 本日は、オンラインで御参加の委員もいらっしゃいますため、御発言の際は、お名前をお

っしゃっていただきながら、ゆっくりとお話しいただければと存じます。よろしくお願い申

し上げます。 

 報道関係の皆様におかれましては、冒頭のカメラ撮りは議事に入るまでとさせていただ

きますので、よろしくお願いをいたします。 

 それでは、議事に先立ちまして、不動産・建設経済局長の楠田より一言御挨拶をさせてい

ただきます。よろしくお願いします。 

【楠田不動産・建設経済局長】  不動産・建設経済局長の楠田でございます。委員の先生

方には大変御多忙の中、御出席を賜りまして、厚く御礼を申し上げたいと思います。 

 我が国の建設業、申し上げるまでもなく、社会資本整備の担い手であり、地域の守り手と

して大変重要な役割を担っていただいておりますけれども、一方で、他産業以上に高齢化が

進んでおります。厳しい現状を踏まえまして、第三次・担い手３法で、他産業にも例のない

取組として、労務費に関する基準によります労務費の確保、行き渡りの仕組みを導入するな

ど、関係者で問題意識、危機意識を共有しながら、担い手の確保などに力を入れてきたとこ

ろでございます。 

 一方で、建設業には、業務の繁閑差への対応や、過度な重層下請構造の解消など、第三次・

担い手３法以降も積み残されている様々な課題が依然として存在いたしております。 

 また、災害の激甚化、頻発化、建築費の高騰と民間プロジェクト等への影響、ＡＩ、ＤＸ

の進展やスタートアップの交流など、建設業は大きな環境変化の真っただ中にあるという

ふうに考えております。 

 昨年度、今後の建設業政策のあり方に関する勉強会を開催し、有識者の先生方にお集まり
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をいただきまして、計７回にわたり、様々な角度から建設業のあり方を幅広に御議論いただ

きました。そして、本年４月に、建設業が目指すべき姿として、人を大事にする産業、真に

経営力のある産業、未来に続く産業という３つの産業像を御提示いただきますとともに、今

後の建設業のあるべき姿や具体的な建設業政策について、関係者での検討の場の立ち上げ

を御提言いただいたところでございます。 

 また、建設業に関する中長期的なビジョンとしては、２０１７年に策定をいたしました建

設産業政策２０１７＋１０がございますけれども、策定から間もなく１０年を迎えるタイ

ミングとなっております。また、策定後、担い手３法が２度改正をされるなど、ビジョンの

前提となっている環境も大きく変化をしているものと考えております。 

 これらの点を踏まえまして、今回、建設業に関する各分野の有識者の先生方に加えまして、

建設業の現場に携わる業界団体の皆様にもお集まりいただきまして、持続的な成長産業と

しての建設業のあり方に関する検討会を立ち上げ、検討を開始することになったところで

ございます。 

 この検討会では、産業として成長を続け、従事する方々や企業が将来に希望を持てる建設

業、そして、我が国の成長や地域経済の発展を力強く支え続けられる建設業の実現を念頭に、

持続可能な成長産業としての建設業のあり方と、その実現に必要となる具体的な政策の方

向性などについて委員の皆様に御議論いただきまして、建設産業政策２０１７＋１０に代

わる新たなビジョンを取りまとめていただきたいと考えております。 

 本日は第１回目ということで、先ほど申し上げました、あり方勉強会の取りまとめの内容

でありますとか、建設産業政策２０１７＋１０以降に講じた政策の状況などについて、この

後事務局から御説明をさせていただきます。 

 委員の先生方には、全般にわたって忌憚のない御意見をいただきまして、次回以降の充実

した議論にぜひつなげていただければというふうに思っております。どうぞよろしくお願

い申し上げます。 

 以上でございます。 

【髙橋入札制度企画指導室長】  ありがとうございました。 

 それでは、本日の資料の確認をさせていただきます。お手元に配付いたしました資料の一

覧は議事次第に記載させていただいておりますが、過不足はございませんでしょうか。よろ

しいでしょうか。何かございましたら、事務局のほうまで御用命いただければと存じます。 

 それでは、続きまして、名簿に沿って検討会委員の御紹介をさせていただきたいと存じま
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す。それでは、名簿の順に御紹介をさせていただきたいと存じます。 

 まず、石橋清勝委員でいらっしゃいます。 

【石橋委員】  石橋です。よろしくお願いします。 

【髙橋入札制度企画指導室長】  岩田正吾委員でいらっしゃいます。 

【岩田委員】  建専連の岩田と申します。よろしくお願いします。 

【髙橋入札制度企画指導室長】  上野浩也委員でいらっしゃいます。本日はウェブで御参

加をいただいております。 

 続きまして、大久保哲夫委員でいらっしゃいます。 

【大久保委員】  大久保です。よろしくお願いします。 

【髙橋入札制度企画指導室長】  大森文彦委員でいらっしゃいます。 

【大森委員】  大森でございます。よろしくどうぞお願いします。 

【髙橋入札制度企画指導室長】  勝見剛委員でいらっしゃいます。本日、勝見委員の代理

として、中原淳様に御出席をいただいております。 

【中原事務総長】  代理出席しております日建連の中原です。よろしくお願いします。 

【髙橋入札制度企画指導室長】  続きまして、蟹澤宏剛委員でいらっしゃいます。本日は

ウェブで御参加いただくことになっておりますが、遅れて御参加と伺っております。 

 続きまして、木村駿委員でいらっしゃいます。 

【木村委員】  日経ＢＰの木村です。よろしくお願いします。 

【髙橋入札制度企画指導室長】  久保博彦委員でいらっしゃいます。 

【久保委員】  不動産協会、久保でございます。よろしくお願いいたします。 

【髙橋入札制度企画指導室長】  小島茂委員でいらっしゃいます。 

【小島委員】  よろしくお願いいたします。 

【髙橋入札制度企画指導室長】  櫻井好美委員でいらっしゃいます。 

【櫻井委員】  櫻井です。よろしくお願いいたします。 

【髙橋入札制度企画指導室長】  錢高久善委員でいらっしゃいます。 

【錢高委員】  錢高と申します。どうぞよろしくお願いします。 

【髙橋入札制度企画指導室長】  髙木健次委員でいらっしゃいます。 

【髙木委員】  クラフトバンクの髙木と申します。よろしくお願いいたします。 

【髙橋入札制度企画指導室長】  全邦釘委員でいらっしゃいます。本日はウェブで御参加

をいただいております。 
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【全委員】  全と申します。よろしくお願いします。 

【髙橋入札制度企画指導室長】  続きまして、土志田領司委員でいらっしゃいます。 

【土志田委員】  全国中小建設業協会、土志田と申します。よろしくお願いいたします。 

【髙橋入札制度企画指導室長】  西雅史委員でいらっしゃいます。 

【西委員】  全建総連の西といいます。よろしくお願いします。 

【髙橋入札制度企画指導室長】  浜田紗織委員でいらっしゃいます。 

【浜田委員】  ワーク・ライフバランス、浜田です。よろしくお願いいたします。 

【髙橋入札制度企画指導室長】  福岡知久委員でいらっしゃいます。 

【福岡委員】  建設コンサルタンツ協会の福岡です。よろしくお願いします。 

【髙橋入札制度企画指導室長】  福地宏之委員でいらっしゃいます。 

【福地委員】  一橋大学の福地です。どうぞよろしくお願いします。 

【髙橋入札制度企画指導室長】  藤澤一郎委員でいらっしゃいます。 

【藤澤委員】  日本空調衛生工事業協会の藤澤でございます。よろしくお願いいたします。 

【髙橋入札制度企画指導室長】  古屋星斗委員でいらっしゃいます。 

【古屋委員】  リクルートワークス研究所、古屋星斗と申します。よろしくお願いいたし

ます。 

【髙橋入札制度企画指導室長】  堀田昌英委員でいらっしゃいます。 

【堀田委員】  堀田でございます。よろしくお願いいたします。 

【髙橋入札制度企画指導室長】  堀辺貴史委員でいらっしゃいます。本日、ウェブで御参

加いただいております。 

【堀辺委員】  住団連の堀辺と申します。よろしくお願いします。 

【髙橋入札制度企画指導室長】  丸山優子委員でいらっしゃいます。本日、ウェブで御参

加をいただいております。 

【丸山委員】  山下ＰＭＣ、丸山優子と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

【髙橋入札制度企画指導室長】  以上となります。 

 これより議事に入らせていただきますが、報道関係の皆様におかれましては、これ以降の

カメラ撮りは御遠慮いただきますようお願い申し上げます。 

 それでは、持続的な成長産業としての建設業のあり方に関する検討会の規約（案）につい

て、事務局より御説明を申し上げます。資料は２を御覧ください。 

 第３条第２項について、座長につきましては、皆様方に後ほど互選をいただきまして、座
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長にこれからの議事を運営していただきたいと考えております。 

 第４条第４項におきまして、原則、会議は公開とすることとなってございまして、議事要

旨につきましては、速やかに国土交通省のホームページに公開するものとさせていただい

ております。 

 その他、必要な事項につきましては、座長と御相談して、座長に随時決めていただこうと

考えております。 

 この規約（案）につきまして、御意見、御質問等ございますでしょうか。よろしいでしょ

うか。 

 ないようでしたら、規約（案）については、委員の皆様に御了承いただいたものとして、

原案のとおり決定されたものとさせていただきますが、いかがでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

【髙橋入札制度企画指導室長】  ありがとうございます。 

 以上でございます。 

 続きまして、座長の互選として、規約第３条第２項に基づきまして、本検討会で議事進行

をお願いする座長を、委員の皆様による互選でお決めいただくことをお願い申し上げたい

と存じます。 

 委員の皆様から御推薦はございますでしょうか。 

 堀田委員、お願いします。 

【堀田委員】  本検討会の座長には、発注者、受注者、学識経験者から構成される中央建

設業審議会において、会長として中立公平な議事運営に努めておられ、昨今の建設業の状況

や施策の動向に精通されておられる大久保委員に御就任をお願いするのがよろしいかと存

じます。 

【髙橋入札制度企画指導室長】  ありがとうございます。 

 ただいま堀田委員から大久保委員を御推薦いただきましたが、皆様、いかがでございまし

ょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

【髙橋入札制度企画指導室長】  全会一致で大久保委員が座長に選出されました。 

 座長より一言御挨拶を賜れればと存じます。よろしくお願いいたします。 

【大久保座長】  大久保です。大変僭越ではございますけれども、ただいまの議決により

まして、座長を務めさせていただきます。 
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 これから皆さんと一緒に、また、皆さんの御協力を得ながらこの検討会を進めて、新たな

ビジョンを取りまとめていきたいと思います。 

 先ほど楠田局長からもお話がありましたけれども、やっぱり建設業が非常に重要な事業、

産業であるということは、これは言をまたないところですけれども、一方で、置かれている

環境というのはなかなか厳しいものもあるということで、転換期という、転換していかなけ

ればいけない時期に来ていると思いますので、ぜひ今後、皆さんとの活発な御議論を通じて、

しっかりとビジョンの取りまとめを進めていきたいと思いますので、よろしくお願いいた

します。 

【髙橋入札制度企画指導室長】  大久保座長、ありがとうございます。 

 それでは、ここからの議事進行は大久保座長にお願いいたします。よろしくお願いいたし

ます。 

【大久保座長】  それでは、ここから私のほうで議事進行を行いますので、よろしくお願

いいたします。 

 本日は、議事にあるとおり、議事（１）（２）（３）（４）について事務局より説明を受け

た後、それらをまとめて質問や意見交換の時間を設けたいと思います。 

 まずは、議事（１）から議事（４）について、事務局からまとめて説明をお願いします。 

【山影建設業政策調整官】  建設業課の山影でございます。 

 皆様、お手元に資料１のほうを御用意いただければと思ってございます。この検討会の設

置趣旨につきまして、改めて御説明申し上げたいと思ってございます。 

 先ほど局長の楠田からの御挨拶にもありましたけれども、趣旨の１つ目の丸にございま

すように、直近の建設業のビジョンでございます２０１７＋１０の取りまとめから間もな

く１０年となりますところ、これ以降、担い手確保の取組を着実に実施してきたところでご

ざいますけれども、生産年齢人口の減少が確実である中、この問題、引き続き喫緊の課題で

あると思ってございます。 

 また、繁閑でございますとか重層下請といった従前からの残された課題でございますと

か、ＡＩの発展といった環境変化もございますし、建築費高騰による民間プロジェクトの停

滞といった新たな事象も踏まえまして、４つ目の丸のところにございますように、人材が希

望、未来を託し、成長を実感でき、我が国の競争力、経済成長を支える建設業の実現に向け

まして、持続可能な成長産業としての建設業のあり方と、その実現に向けた施策の検討の場

として、本検討会を設置させていただいたものでございます。 
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 主な議題のところでございます。２０１７＋１０以降に講じてきた取組の検証を行いつ

つ、成長産業としての建設産業のあり方ですとか、これを実現するための具体的な取組、こ

れは制度だけではなくて、業界の皆さんの取組も含めまして、検討を深めていただきまして、

全体を新しいビジョンとして取りまとめていただく。これをこの検討会のミッションとさ

せていただきたいと存じます。 

 続きまして、資料の３をお手元にお願いできればと思います。今後の建設業政策のあり方

に関する勉強会取りまとめについてでございまして、新しいビジョンを検討していく上で

の一つの土台、素材といたしまして、昨年度のこの勉強会の取りまとめの内容のほうを御報

告したいと存じます。 

 ２ページ目、勉強会の概要をおつけしておりますけれども、この検討会につきましては、

趣旨としては、２つ目の丸にございますように、様々な課題変化を乗り越えていくため、今

日的に優れた建設企業はどのような企業かなどといった論点につきまして、右下、有識者の

方々に御議論いただいたところでございます。以降、その取りまとめの内容を御報告するも

のでございます。 

 「１．はじめに」ということでございまして、これは、この勉強会の検討の経緯、問題意

識の部分でございますけれども、４ページ目にございますように、担い手の高齢化が進んで

いるといったことに加えまして、勉強会のほうでは、５ページ目におつけしていますように、

今後も確実に生産年齢人口は減少が進んでいく。そうした中で、６ページ目のほうに少し文

章でまとめておりますけれども、持続的な発展に向けまして、重大な岐路に立っている、思

い切った取組が求められているという問題意識に立ちまして御議論いただいたところでご

ざいます。 

 ７ページ目から、建設業の特性と残された課題ということでございまして、あり方を議論

する前段といたしまして、建設業の残された課題についても整理いただいたところでござ

います。 

 ８ページ目９ページ目におつけしていますように、これまで担い手３法という形で様々

な施策を講じてきたところでございますけれども、１１ページ目に進んでいただきまして、

ここにまとめておりますけれども、なお残された課題があるのではないか。具体的には、産

業構造、契約慣行、働き方という形で少し整理をいただいたところでございます。 

 まず、左側（１）産業構造でございますけれども、繁閑が存在しておりまして、それがゆ

えに、直用ではなく外注する傾向につながって、それが、２つ目のポツにありますように、
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重層下請構造の形成の要因となるといったことですとか、他産業と比べまして、中小、零細

が多く、人材やＤＸ投資に課題を抱えているというところにつきまして御指摘をいただい

たところでございます。 

 １２ページ目から少し資料をつけさせていただいているところでございますけれども、

例えば、１２ページ目中ほどにグラフをつけておりますけれども、こちらは公共工事でござ

いますけれども、年度内の時期によって繁閑があるというようなデータでございます。 

 続いて、１３ページ目、こちらは繁閑につきまして、地場のゼネコンの方に少しお話を聞

いたものをまとめたものでございますけれども、上から２つ目の箱、３つ目の箱にございま

すように、下請となる専門工事企業さんにおきましては、時期、職種によって繁閑があると

いうことでございますとか、一番下の箱でございますけれども、民間のほうについては、同

じく繁閑はございますが、年度内ということではなくて、もう少し長いスパンで繁閑がある

というようなお話も伺っているところでございます。 

 続きまして、１４ページ目から、少し重層に関する調査の結果をおつけしているところで

ございます。１４ページ目は、土木、建築ですと、建築のほうで重層化の傾向が強いという

ことのデータでございますし、１５ページ目を御覧いただければと思います。こちら、重層

下請の課題につきまして、建設企業の方にお聞きしたものでございますけれども、元請とい

うような立場で関わっている企業にお聞きすると、青の枠で囲っておりますように、品質で

すとか安全といったところに課題として重きを置かれておりますけれども、一方で、その下

でございますけれども、下請側で関わっておられる企業におかれましては、赤で囲っており

ます報酬の問題を重視しておるということでございまして、同じ重層の中で働いている企

業の間でも少し認識にギャップがあるということ、また、このグラフの一番左側でございま

すけれども、「課題はない」という回答が多いという結果になっているところでございます。 

 １６ページ目に進んでいただきまして、こちら、少し中小の企業の状況につきまして、他

産業と比べたデータでございます。オレンジ色の部分が２０人以下の企業の割合でござい

まして、建設業の場合は過半を超えておりまして、確かに他産業と比べても多いのではない

かということでございますし、それから、１７ページ目でございます。そうした際の一つの

課題の例といたしまして、ＩＣＴの活用状況のデータをおつけしてございます。左上のグラ

フでございますけれども、完工高が小さい中小企業ではＩＣＴ化の取組が遅れているとい

ったデータもあるところでございます。 

 続きまして、１９ページ目にお進みいただければと思ってございます。契約慣行というこ
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とで、総価一式での請負という契約慣行におきまして、不透明性があるのではないかといっ

たことでございますとか、口頭契約の慣行が根強いということについて御指摘をいただい

たところでございます。 

 それぞれ２０ページ目、こちら、契約方式について少し模式図的にまとめたものでござい

ますけれども、左側が一般的ないわゆる総価契約方式でございますけれども、例えば、コス

トプラスフィー方式など、やり方としては様々あるところだと思っているところでござい

ます。 

 また、２１ページ目に、請負契約の締結方式について少し調査をしたものを載せておりま

すけれども、赤で囲っております「メモ又は口頭」という回答も１割弱ということで、根強

く残っているものと見ておるところでございます。 

 続きまして、２３ページ目にお進みいただきまして、働き方についても、例えば日給制や

退職金の問題、それから、天候などの影響を受ける勤務環境であること、また、働き方に関

して建設業特有の規制の存在について御指摘をいただいたところでございます。 

 ２４ページ目、こちら、賃金の支払い形態について少しデータとしてまとめたものでござ

いますけれども、上から３つ目、職別工事業のところ、４割以上の企業におきまして、日給

制を採用しているという状況でございますし、それから、２５ページ目でございますけれど

も、こちら、退職金、建退共という仕組みがございますけれども、右下につけてございます

ように、他産業と比べますと、どうしても少し不十分な退職金であるというところ、こうい

ったところが入職においてネックになっているのではないかといったことでございます。 

 それから、２６ページ目、こちら、働き方に関するデータをおつけしておりますけれども、

労働時間のほうも順次改善してきているところでありますけれども、他産業とギャップが

あるということも事実でございますし、休日につきましては、４週６休という回答が最多と

いうことで、週休２日が隅々まで浸透しているわけではないということかと思ってござい

ます。 

 それから、最後、２７ページ目でございます。働き方に関しまして、建設技能労働者の融

通につきましては、労働法制の中で原則として禁止されておりますけれども、その中で特例

的な仕組みといたしまして、このページでおつけしている就業機会確保事業でございます

けれども、厚労大臣の認定等を受けることで、一定の枠組みの中で労働力の融通を可能とす

る仕組みがございますけれども、全国で認定を受けているのは５団体であるなど、柔軟な人

材配置に制約があることにつきましても、課題として御指摘いただいたところでございま
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す。 

 その上で、２８ページ以降でございます。勉強会のほうでは、目指すべき方向性について

提示いただきまして、２９ページ目、２つの視点、信頼と、それから生産システムの高度化・

効率化という視点を御提示いただきました。信頼につきましては、人材、取引の相手方、学

生、保護者など、そして、ひいては国民・社会から信頼される産業であるべきということ、

それから、生産年齢人口が減少していく中では、生産性を上げていくことが重要でございま

す。施工の自動化など、工事自体の高度化・効率化はもちろんのこと、個社の企業経営でご

ざいますとか、業界の構造・慣習についても見直しに取り組んで、全体の高度化・効率化を

進めていくことが重要との御示唆をいただいた上で、３０ページ目でございます。勉強会の

ほうでは、目指すべき産業の姿として、３つ御提示いただきました。 

 １つ目が、人を大事にする産業ということでございまして、能力やライフステージに応じ

て処遇、柔軟な働き方を実現するという意味で、労働市場から信頼、評価、選ばれる産業を

目指すべきということでございます。 

 それから、２点目、真に経営力のある産業ということでございまして、人材やＤＸ投資を

適切に実施して、生産性を上げていって、企業としての技能、技術を上げていって、よい仕

事をして、結果として関係者から信頼されていくような、そういうような産業を目指すべき

ということ。 

 それから、３つ目、未来に続く産業ということで、透明性、生産性を向上させ、アップデ

ート、イメージアップを図りまして、人材が将来、未来を託せるような、そういう意味で成

長を続けられるような産業を目指すべきというような、以上、このような３つの産業像を御

提示いただいたところでございます。 

 その上で、３１ページ目でございますけれども、今の３つの産業像にひもづく形で、以下

に記載しておりますような施策の検討が必要ではないか、そういった施策の方向性を目指

すべきじゃないのかといったことにつきましても、併せて御提言いただいたところでござ

います。 

 例えば、①人を大事にする産業ということにつきましては、労務費の確保・行き渡りの徹

底を図っていくということに加えまして、例えば、月給制への転換を進めていくべきではな

いかといったこと、業界全体で人材育成をサポートすべきではないかといったことなど、か

なり広範にわたって御提言をいただいたところでございます。 

 また、併せまして、３２ページ目でございますけれども、３つの産業像でございますとか、
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個々の施策の実現を図っていく上では、経営事項審査など、企業を評価する仕組みについて

も検討すべきではというような御提言をいただいているところでございます。 

 最後に、「おわりに」ということで、３４ページ目にお進みいただければと思ってござい

ます。この勉強会、有識者の方に御議論いただきましたので、改めて関係者が一体となって

検討の場を立ち上げるべきということで締めくくられておりまして、これを受けまして、今

般、こういう形で関係の皆様に御参画いただきまして、検討会を立ち上げたところでござい

まして、先ほどの３つの産業像や施策につきまして、より具体的な検討を深めていくことが

できればと思っておるところでございます。 

 続きまして、資料４をお手元にお願いできればと思ってございます。こちらは、

２０１７＋１０以降に講じてきました施策の振り返りを行うとともに、少し最近の動向に

つきましても併せて御報告するものでございます。 

 まず、３ページ目でございますけれども、前回のビジョン以降、２度にわたって法改正を

行いまして、制度的な措置も講じてきたという状況でございます。 

 ４ページ目に進んでいただければと思います。こちらが前回のビジョンの概要でござい

ますけれども、施策的な提言の部分は赤の①から⑥の部分になりまして、少しダイジェスト

でまとめさせていただいたものが５ページ目になりますので、５ページ目に進んでいただ

ければと思ってございます。 

 ２０１７＋１０では、左側の箱にありますように、６つの施策提言の柱がございました。

例えば、①建設業従事者の継続的な処遇改善という部分につきましては、ＣＣＵＳが本格稼

働したということでございますとか、直近ではまさに労務費基準という新しいルールを導

入したことが施策の例として該当すると考えてございます。 

 同様に、②適切な工期、週休２日に向けた環境整備ということにつきましては、工期に関

する基準というものを建設業法に導入したといったこと。 

 それから、③働く人を大切にする業界・企業であることを見える化するということにつき

ましては、右側の２つ目のポツにありますように、社会保険加入を許可要件化したといった

こと。 

 ④多様な主体との連携を強化するという項目につきましては、経営事項審査におきまし

て、災害の第一線で従事されている建設企業の防災の取組を評価してきたといったこと。 

 ⑤生産性向上につきましては、ｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎの取組。 

 ⑥良質な建設サービスの提供という項目につきましては、例えば、建設資材業者への勧告
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規定の導入といったところ、こういった取組が該当するものとして考えているところでご

ざいます。 

 ６ページ目以降、この６つの柱に関連いたしまして、これまで講じてきた施策につきまし

て、振り返り的に資料のほうを幅広くおつけしているところでございます。 

 ６ページ目からが、右肩に数字をつけておりますけれども、処遇改善に関する取組という

ことで、労務単価に関する資料でございますとか、それから、７ページ目からは、建設キャ

リアアップシステムに関する資料、普及状況などにつきまして、それから、１０ページ目か

らは、直近の第三次・担い手３法の改正の概要でございますとか、労務費に関する基準の資

料をおつけしているところでございます。 

 また、１２ページ目からは、働き方に関する施策といたしまして、１３ページ目、工期に

関する基準、１４ページ目、平準化の取組、１５ページ目は直轄工事における取組、それか

ら、１６ページ目１７ページ目は、少し最近のトピックといたしまして、変形労働時間制で

ございますとか、猛暑対策に関する資料をおつけしているところでございます。 

 １８ページ目からは、働く人を大切にする業界・企業であることの見える化に関する施策

といたしまして、１８ページ目、専門工事企業の見える化制度でございますとか、１９ペー

ジにつきましては、昨年１２月からスタートさせてきました職人いきいき宣言、自主宣言制

度の資料をおつけしているところでございます。 

 ２０ページ目からは、地域の多様な主体との連携強化という取組でございまして、まず、

このページは、災害対応に従事しておられる建設企業の取組につきまして、経審の改正など

で建機の保有などを評価してきたといったことでございますとか、２１ページ目でござい

ますけれども、こちらは教育機関などと連携して、入職促進の取組も進めているといったこ

と。 

 それから、２２ページ目２３ページ目でございますけれども、多様な人材の活躍推進とい

うことで、女性活躍に関する取組の状況でございますとか、女性の入職状況のデータをおつ

けしてございます。 

 また、２４ページ目からは、外国人材に関する受入れの取組ということで、受入れ状況で

ございますとか、それから、２５ページ目につきましては、施策的な取組といたしまして、

特定技能につきましては、上乗せ的に国交省としても計画を審査するといった、そういった

施策も講じてきたところを資料としておつけしているところでございます。 

 それから、２７ページ目からでございますけれども、生産性向上の取組といたしまして、
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ｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎの取組でございますとか、２８ページ目でございます。こち

らはＩＣＴに関するガイドラインということで、第三次・担い手３法に基づきまして、ＩＣ

Ｔ指針を国のほうで定めたといったこと。 

 それから、２９ページ目でございますけれども、国土交通省としても、ＩＣＴの導入に対

する補助制度、助成制度を導入したことといったような資料をおつけしているところでご

ざいます。 

 ３２ページ目まで少しお進みいただければと思います。ここからは、最近の動向というこ

とでございまして、まず、基礎的なデータのほうをおつけしているところでございます。 

 ３３ページ目でございますけれども、建設投資の推移に関する資料、それから、３４ペー

ジ目は、政府全体の公共事業関係費の推移の資料をおつけしているところでございます。 

 また、３５ページ目から、今後ということで、国土強靱化実施中期計画に関する資料でご

ざいますとか、３６ページ目、インフラの老朽化の見通しといったところの資料をおつけし

ているところでございます。 

 ３７ページ目でございますけれども、こちらは、一部繰り返しになりますけれども、就業

者が減少しているといったことや高齢化が進んでいるといったこと、３８ページ目、担い手

確保のために賃金、それから働き方改革に取り組んでおりますけれども、改善されてきてお

りますけれども、まだ全産業平均には追いついていないという資料でございます。 

 ３９ページ目は、資材価格の動向ということで、令和３年の後半頃から少し全体的に上が

ってきているということでございますし、４０ページ目でございますけれども、倒産の動向

ということで、中身を見ますと、右下でございますけれども、特に１０人未満の小規模事業

者がその大宗を占めているといったデータをおつけしているところでございます。 

 さらに４１ページ目から、少し最近のトピックといたしまして、こちらは先月の３０日の

諮問会議のほうで提示されました骨太の方針、まだ案の段階でございますけれども、建設業

関係の記述について抜粋したものでございます。 

 上の箱にございますように、生産性向上、賃上げ等の処遇改善、多様な人材の確保・活躍

環境の整備を通じまして、地域のインフラの整備力を強化するということにつきまして、ま

た、下の箱の部分でございますけれども、建設分野も含めまして、リ・スキリングの機会を

拡充するといったことでございますとか、その下、変形労働時間制など、柔軟で多様な働き

方の実現のため、労働政策審議会のほうで議論を行っていくことなどが位置づけられてい

るところでございます。 
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 また、４２ページ目、こちらは同じく日本成長戦略のまだ案の段階のものの資料でござい

ますけれども、こちらにつきましては、中ほどの部分でございますけれども、１７の戦略分

野の投資促進により需要の高まる工場建設等を担う人材の育成・確保を図り、建設産業の供

給力向上のため、労務費の行き渡りの徹底ですとか、ＤＸ推進、ＣＣＵＳの普及促進といっ

たところが位置づけられているところでございます。 

 それから、４３ページ目でございます。こちら、厚労省においてこの３月に策定いたしま

した建設雇用改善計画の概要でございますけれども、右下赤囲いの部分でございます。先ほ

ど御説明いたしました労働力融通の仕組みである就業機会確保事業につきまして、必要な

見直しを検討するということも記載されているところでございます。 

 ４４ページ目にお進みいただければと思います。民間の受発注者における連携強化の取

組といたしまして、日本建設業連合会さんと不動産協会さんとの間で円滑なコミュニケー

ション、課題解決に連携し取り組むための協議会を設置されることで合意されたというこ

とでございまして、４５ページ目に資料をおつけしておりますように、６月１日に初回の協

議会が開催されてございますので、少しその御紹介をするものでございます。 

 最後、４６ページ目からでございますけれども、中東情勢を受けました対応ということで

ございまして、まず、４６ページ目でございますけれども、経産省など関係省庁や関係団体

の皆様と連携いたしまして、調達の安定化、円滑な価格転嫁や適正な工期の確保、それから、

中小建設業者支援などの取組を実施してきたところでございます。 

 ４７ページ目にございますように、地方整備局のほうで、経産局とも連携しながら、一人

親方や工務店の方々からアンケート、ヒアリングを通じて、供給の偏り、流通の目詰まりの

改善に取り組んできておるところでございまして、４８ページ目でございますけれども、そ

のアンケートの結果でございますけれども、工事の影響があるという回答、左の下の部分で

ございますと１８％ございまして、その内訳は右の円グラフに示しているところでござい

ますけれども、少しアンケートの後、それぞれヒアリングを行っておりまして、それが吹き

出しの部分でございますけれども、少しずつ回復傾向にあるといった、そういった声も聞こ

えているところでございまして、引き続き価格、需給の動向を注視し、現場の状況をよくお

伺いしながら取り組んでまいりたいと考えているところでございます。 

 資料４につきましては、以上でございます。 

 続きまして、お手元に資料５をお願いいたします。本日、初回でございますので、この検

討会で御議論いただきたいポイントにつきまして、少し事務局のほうからお願い申し上げ
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たいというところでございます。 

 ２つ目の丸にございますように、資料３で御報告いたしました勉強会の取りまとめを踏

まえていただきまして、建設業界の皆様の御意見も取り入れつつ、新しいビジョンを作成い

ただきたいということ。 

 その際、次の丸でございますけれども、元請・専門工事、大手・中小、あるいは、公共・

民間、都市部・地方部、技術者・技能者といった、そういった違いなどにも留意いただきな

がら、検討の解像度を上げていただきまして、より具体的な内容、方向性について御議論い

ただきたいということ。 

 そして、タイムスパンでございますけれども、４つ目の丸にございますように、この

１０年で何をどう実現していくのかというところにフォーカスを当てて検討いただきたい

ということにつきまして、事務局のほうから少しお願い申し上げたいと思ってございます。 

 続いて、資料の６－１を置いていただければと思ってございます。今後の議論の進め方で

ございますけれども、本日は初回、第１回でございますけれども、第２回から第４回にかけ

まして、勉強会で提示されました３つの産業像につきまして、１つずつ取り上げながら、よ

り具体的な御議論を行っていただきまして、できますれば、５回目あたりから少し取りまと

めに向けた議論を重ねられればと思ってございます。 

 また、右側の部分でございますけれども、専門的な検証を行うワーキングといたしまして、

企業評価と入札・発注につきましてワーキングを設置いたしまして、並行して議論を行って、

取りまとめに向けた議論に反映していければと思っているところでございます。 

 また、一番下の部分でございます※印でございますけども、この検討会と並行いたしまし

て、技術者制度に関する検討も進めてまいりたいと考えているところでございます。 

 最後、資料６－２と６－３でございますけれども、こちら、それぞれワーキングについて

の設置の趣旨の紙でございます。 

 まず、資料６－２でございます。こちら、企業評価ワーキングにつきまして、設置趣旨の

ところでございますけれども、検討会で議論されます建設業のあり方やそのための施策の

実効性の確保のためには、経営事項審査といった建設企業を評価する仕組みは有効な政策

ツールであると考えてございます。 

 そのため、現行制度を検証した上で、建設市場、労働市場から選ばれる建設業という観点

から、評価に関するニーズ等を踏まえまして、新しい評価の観点でございますとか、評価結

果の活用促進の方向性につきましてワーキングを設置して、専門的な検討を進めてまいり
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たいと考えているところでございます。 

 続きまして、資料６－３でございます。こちらは入札発注ワーキングについてでございま

すけれども、こちらは自治体の発注工事ということで、特に小規模市町村の入札・発注業務

の状況でございますとか、災害からの復旧復興といった局面における課題に対応していく

ために、自治体における円滑な入札・発注につきまして、発注職員の減少でございますとか、

災害時の対応といったところに焦点を当てまして、具体的な検討を行っていきたいと思っ

てございまして、こちらも専門的な検討を行ってまいりたいと考えているところでござい

ます。 

 いずれのワーキングにつきましても、建設業関係団体の皆様、発注者など関係者の皆様か

らのヒアリングなども行いながら検討を進めてまいりたいと考えているところでございま

す。 

 事務局からの説明は以上でございます。 

【大久保座長】  ありがとうございました。 

 ただいまの事務局からの説明に関しまして、これから意見交換ということに入りたいと

思います。資料に関する質疑も含めて、委員の方からお一人３分以内ぐらいで御意見を賜れ

ればと思います。初回ですので、なるべく多くの方から御意見をいただきたいということで

考えております。ですから、質問等に対しては最後のほうでまとめて、国土交通省さんから

コメントしていただくような形で進めさせていただければと思います。 

 それでは、挙手をいただきましたら、私のほうから指名いたしますので、お名前を御発言

の前に言っていただければと思います。 

 それでは、どなたかいらっしゃいますでしょうか。 

 では、堀田委員、お願いします。 

【堀田委員】  堀田でございます。前回の勉強会から引き続いて参画させていただいてお

ります。 

 今回の検討会のタイトルにもなっておりますけれども、建設業を持続的な成長産業とし

て発展させていこうという、こういう目標に向けた取組というのは既に数多く進展してい

るというふうに思っております。 

 先般の担い手３法の改定、労務費に関する基準の導入等によって、建設業に携わっておら

れる全ての関係主体がパートナーであるんだと。パートナーとなってよい産業を一緒につ

くるんだという意識が非常に定着しつつあるんではないかなというふうに思います。 
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 発注者、受注者を含めまして、関係主体全員がサプライチェーン全体に何らかの責任を負

っているんだという、そういう意識が定着しているということかなというふうに思ってい

まして、非常に大きな変革の流れの中にあるんだというふうに理解しております。 

 今回の検討会では、この一連の改定の言わば最後のピースとなる、そういうテーマが議論

されるんだろうというふうに思います。安定した、かつ、多様な働き方、それから、業務の

繁閑差、地域建設業に関する企業経営の評価と強化、こういったテーマに具体的な政策の選

択肢を示すことが期待されているんではないかというふうに思います。 

 担い手、あるいは地域の守り手ということで申しますと、昨今ですと、労働供給制約社会

という言葉がよく言われますけれども、他方で、この建設業で働きたいと思っておられる方、

若い世代の方、あるいは、もっと仕事を続けたいと思っておられる方々、潜在的に非常に数

多くいらっしゃるんではないかというふうに思っています。 

 こういった方々が、従来の規制ですとか慣行によってその意欲をそがれるようなことが

ないように、優れた仕事を継続してこられた方は、その価値にふさわしい評価がされるよう

な新しいルールを目指していく必要があるのではないかというふうに思っています。 

 そのために、具体的には、技術者、技能者、あるいは企業の資格、それから資格要件、請

負契約制度等、時代の要請ですとか、あるいは状況に応じて更新していくということは自然

の流れかなというふうに思っていますので、現在の仕組みに対する様々な課題をいろいろ

な視点、あるいはお立場からこの場で共有いただければというふうに思っております。 

 以上です。 

【大久保座長】  ありがとうございました。勉強会の委員も務められた堀田委員のほうか

ら御意見をいただきました。 

 ほかにどなたか次にいらっしゃいますでしょうか。最初ですので、いろいろなことを言っ

ていただければと思います。 

 じゃ、岩田委員、お願いします。 

【岩田委員】  建設産業専門団体連合会の岩田と申します。お願いします。 

 建専連は、いわゆる職人団体なわけですけれども、我々から見た課題としてこれまでずっ

と取り残されてきた一番根幹の難しい部分についての課題を何点かお話ししたいと思いま

す。 

 まず、我々が持続的にやっていこうと思えば、やっぱり担い手確保が一番重要だと考えま

すので、労務費のアップ、処遇改善が当然重要であり、異次元の処遇改善が必要という認識
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を、元請の団体の方も言われ始めましたし、そのために標準労務費の実効性ということが一

番重要だと思います。 

 まず１点は、お話として出ていますけど、非常に難しい課題でありますが仕事量の繁閑差

に対する対策を考えて頂く必要があります。この標準労務費の実効性担保に必要なものと

して、請負単価の設定をするときに、設計労務単価をベースにするとしていただいたんです

けど、現場では仕事量の繁閑に反応してしまって「安値が仕事を取る」の慣行から抜け出せ

なくて、早期の実効性が危ぶまれる状況にあるので、ここをしっかり確認していっていただ

き、Ｇメンの方と一緒に声を上げていくということが重要と考えています。 

 あともう一つは、雇用に係る経費、これはいろいろな説明の中にもありますけど、非常に

ここがグレーというか、分かりにくくなっていまして、我々としますと、この必要経費を競

争の原資にしないということで、その平均値を調査して国が公表されていますので、４８％

というところをベースにして、ここは切ってはいけない、競争してはいけない経費であり、

あとの一般管理費と利益の部分で競争していくんだ、そして、現場によっては生産性で競争

をしていくということが一番重要になると思います。 

 この２点ができて初めて、レベル別年収が担保されるということにつながってまいりま

すので、これからは閑散期でも労務費ベースは担保されることが非常に重要です。 

 そろそろ職人さんというか、働き手が分かりやすいように、手取りで表記をしていくべき

じゃないかと。７００万もらったら手取りは何ぼになるんですかって、必ずみんな同じこと

を聞かれます。 

 また、繁閑調整の一番重要だと考える部分に関しては、仕事量のコントロールをするか、

労働量の調整をするか、この２点しかないと思います。その上で、繁閑期の違う職種の多能

工化をしていくかとか、あと、技能者の合法的な流動化を図っていくとか、ここが重要にな

ると思います。 

それと、担い手に来てもらってからの教育の話ですけれども、ここは委員会が立ち上がっ

てきていますが、国が関与する形でしっかりと教育ができる形を取っていくべきだという

ふうに思います。 

 あともう１点、生涯収入のエンド年齢といいますか、何歳ぐらいまでにこれぐらいの生涯

の年収が得られるんだということを、明確にしていく、もうそろそろ時期に来ているんだと。

海外ではそのようにされているみたいですので、それに合わせた労働の許可といいますか、

稼げないのに労働規制をしているというのは、海外から見ると非常にとんちんかんだとい
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う質問をよくされますので、この辺のところも課題として協議をしていただければと思い

ます。 

 以上です。 

【大久保座長】  ありがとうございました。実際、標準労務費とか繁閑調整等、具体的な

ところまでしっかりと浸透して、実現していかなければいけないというお話がございまし

た。 

 ほかにどなたかいらっしゃいますでしょうか。では、奥の方。 

【髙木委員】  皆様、初めまして。クラフトバンク株式会社の髙木と申します。 

 先ほど岩田様より、技能者、特にまた地方で働く方々の処遇改善や賃金の行き渡りという

お話がありましたので、補足という形でお話をさせていただきます。 

 クラフトバンクという会社は、クラフトマンのデータバンク、職人さん、特に専門工事会

社さんのデータを多数抱えて分析をしておると。そういうＡＩを使って分析するスタート

アップ企業でございます。 

 先ほどの解像度を高くという、山影様からのコメントからありましたように、今回の議論

がより具体的になるように御支援させていただくのが我々の役割と認識しております。 

 繁閑差に関してですけれども、我々のデータ分析では、非常に建設会社というのは地域に

よって偏りがあるという分析がございます。どうしても家賃が安いところ、地価の低いとこ

ろにとびの会社や土木の会社は集まってしまうのではないかと。まだこれは仮説なんです

けれども、仕事が多いところにたくさん集まるわけではないんですね。なので、そういった

市の予算を見ていきますと、市のレベルでも差があるのではないかと、まだ仮説ですけれど

も、思っております。 

 あと、労務単価の行き渡りに関しては、独自に５名から１００名の専門工事会社に

１,６５９社、４年連続で、今年も含めて調査していますけれども、年商１億円未満の会社

に限って単価が上がりにくいという特性が全国で出ておりますので、特段、先ほど来ありま

すように、規模が小さい会社、特に零細といわれる会社に特化して行き渡りが進んでいない

のではないかと。 

 当たり前の話なんですけど、会社がもうからないと賃金は上がりませんので、どうやって

そういった会社さんがもうけていけばいいのかというものを科学的に検証するお手伝いが

できれば幸いであると思っておりますし、私ども、産学連携で建設業の２代目３代目の方の

育成の場というものの提供もさせていただいておりますので、具体的な事例等も提供でき
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ればと考えております。 

 以上になります。 

【大久保座長】  ありがとうございました。おっしゃるとおり、皆さん肌で感じていらっ

しゃることを、実際データとして具体的にどういうことが起こっているのかということを

しっかり検証しながら、また、そのデータによって効果測定をやっていくというのはこれか

ら、これは全ての産業においてそうですけど、必要になってくると思います。 

 すみません、全委員が今、手を挙げられているのですけど、こちらのほうで、その前に手

を挙げられている方がいらっしゃるので、お願いします。 

【中原事務総長】 

日建連の事務総長をしております中原と申します。日建連は建設業の中で大手ゼネコン

の会員を抱える団体でございます。 

 日建連では、昨年、「長期ビジョン２.０」を公表し、２０３５年を見据えて、建設業が将

来に渡り持続可能な産業であり続けるための道筋を示しました。その中では、１０年後にお

よそ１３０万人ぐらいの建設労働者が不足するのではないかと試算しています。そのため、

それに対してどのような対応をするかということですが、１つは圧倒的に大事なのは生産

性を向上させていくということでございます。仮に２５％生産性を向上させても、なお

３０万人近くの人が足りないということで、建設業の魅力を改善して少しでも入職者を増

やす、外国人材も含めて確保していくことが必要であると掲げております。 

 生産性の向上で一つ非常に大事だと思っているのは、先ほど来、岩田委員からもありまし

たけれども、建設技能労働者の流動性を上げていくということ、回転率を上げるということ

です。やはり人数が限られていますので、今いる人材の回転率を上げると。それについては、

重層下請構造などの問題も前から言われているんですけれども、それを解消し、簡略化して

いく。問題の解決のために必要なのは、一旦アウトソースしていった一人親方や日給制の労

働者をできるだけ内製化していく必要もあると思うんですけれども、その表裏の関係の大

前提として、内製化した場合に企業が繁閑差があるなかで、仕事が少ないときにちゃんとお

互い貸し借りするようなことが一定条件下でできるようにしていく必要があると。ただ、建

設業は派遣法の対象外になっていますので、先ほども御紹介がありましたけれども、就業機

会確保事業の見直しなどを通じて使いやすくしていくということが圧倒的に必要になるの

ではないかと。それについては、ＣＣＵＳを活用するなどして、力強く進めていくことがま

ず第一に必要だと思っています。 
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 また、入札契約制度等についても、競争参加者が限られてきている中では、競争者の確保

にこだわらずに、例えば、成田国際空港会社でも実例が出ていますけれども、１社のみの応

札の場合に、入札予定価格よりも高かったときのネゴシエーションで価格を決める方式を

広く導入していくとか、そういった工夫で建設生産システム全体の生産性を上げていくと

いう方向に是非かじを切っていただきたいと思います。 

 そういう意味でも、お隣の不動産協会とも、発注者と受注者のお互い代表的な団体が協議

会を立ち上げ、共通の課題について同じ方向を見ていこうという取組みを、国交大臣も参加

していただいて始めたところですので、それを有意義な方向に持っていきたいと考えてい

るところでございます。 

 以上です。 

【大久保座長】  ありがとうございました。ただいま生産性の向上というのが、これは避

けて通れないということでありますけれども、実際問題、非常に関係者も多いことですが、

まさに先ほどパートナーというお話もありましたけれども、業界全体でどう上げていくか

ということを進めていかなければならないということであります。 

 すみません。お待たせしました。そうしましたら、オンラインで全委員のほうから御発言

がありますので、よろしくお願いします。 

【全委員】  東京大学の全でございます。 

 最初に、私、土木にＡＩを入れるという、どちらかというと技術的な面をずっとやってい

まして、それで今回この検討会に呼んでいただいたんだと思います。 

 その視点から２点ぐらい。今、これ、自由にということなので、次の１０年のビジョンに

は、工事データの制度インフラみたいなものを柱として位置づけないといけないのかなと

いうふうに思っています。 

 例えば、この論点１ですか。論点１で、ＣＣＵＳが人を大事にする産業の制度インフラみ

たいに書かれていますけれども、これは非常に重要な整理だと思っているんですね。ＣＣＵ

Ｓは、私の理解だと、個社では成立しないような仕組みを、経審の加点とか、特定技能要件

とか、そういったものと接続して、制度的な裏づけによって、業界共通の基盤にしていった

成功事例だと理解しています。 

 同じことを、人のデータの次は施工とかメンテナンスのデータで行う番かなということ

を思っています。私が見ている限り、中小とか、先ほどもありましたけど、小規模企業のＤ

Ｘ、こういったものが進まない本質的な理由は、意欲とか資金の問題以上に、元請発注者は
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いろいろ書類形式、データ形式がばらばらで、ツールを入れてもいろいろな手作業が残って

しまうような、ＤＸしようと思えば思うほど大変というような構造にあるのかなと思って

いますので、それぞれの個社にデジタル的なものを補助金で誘導するような補助も重要な

んですけれども、それ以上に、データ様式の標準化であったりとか、相互運用性の確保とか、

そういった構造の整備みたいなものが国でしかできない仕事で、それが論点２の生産性向

上への最短経路かなと、技術面からは見ています。 

 もう一個、そういった共通データ基盤は、それ自体が論点３、４みたいなものの前提条件

にもなるのかなと思っています。例えば、論点４、企業評価ってありますけれども、ちゃん

とそういったＤＸのツールを持っている持っていないというような自己申告じゃなくて、

実際の活用実績みたいなものをデータで検証できるような評価設計、こういったものが可

能になるのかなと。これまでよくいわゆるＤＸツールを入れた入れないで補助金を決めた

りとか、そういったものがあったかと思うんですけど、それよりも、ちゃんと本当に使って

いて本当に生産性向上につながっているかとか、そういったことをちゃんと導入後に検証

して配点を見直すみたいな、ＥＢＰＭ的な仕組みみたいなものも検討の枠組みにあるとい

いのかなということを、事前に資料を見て思っておりました。 

 すみません、ちょっと長くなりました。以上です。 

【大久保座長】  ありがとうございました。ただいま全委員のほうから、実際、世の中全

般でＤＸ化ということを言われているわけですけれども、実際にそれがどの程度使われて、

どの程度行き渡って、それがどの程度生産性の向上に寄与しているかというのを、しっかり

とデータで検証しながら具体的な次の手を打っていかないといけないということであると

思います。 

 ほかにどなたかいらっしゃいますでしょうか。 

【全委員】  すみません。補足ですけど、そういった構造の整備は国にしかできない仕事

であり、個社支援と並ぶもう一つの政策の柱として、データ様式の標準化と相互運用性の確

保を新ビジョンに明記すべきと考えています。それが論点②の生産性向上への最短経路か

なと、技術面からは見ています。 

 以上です。 

【大久保座長】  分かりました。ありがとうございました。 

 それでは、浜田委員から。 

【浜田委員】  浜田紗織です。 
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 私は土木技術者の出身なんですけれども、株式会社ワーク・ライフバランスの中で、大小

建設業をはじめ、他産業も含む３,６００の組織の伴走支援を行ってきました。経営層だけ

ではなく、日常的に声を聞いておりますのが、現場の声、若手の声、女性、育児中の方、介

護中の方など、多様な立場の声を背景に意見を述べたいと思っております。 

 ビジョンを描く前提として、まず、実は今、日本の労働力、労働人口は増えています。

２０２５年の労働力調査では、日本の就業人口は過去最多の６,８２８万人になっています。

これはシニアと、何より４４万人の女性が働き方改革を経て労働市場に出てきたことによ

るものです。こうした潜在労働力を生かせている組織というのは、人手不足感がかなり抑え

られているというのが現状です。 

 また、他産業も含めた働き方改革の振り返りとして、厚労省の働き方改革関連法施行後

５年の総点検の調査によりますと、週３５時間以上働く人で、今よりも少しでも労働時間を

増やしたい人というのは７％しかいません。建設業の中で、それでももし１割の方に毎月

１０時間多く働いていただけるか、または、その分、生産性向上を行うということができる

なら、約３万人分の労働力になりますけれども、一方で、現在働いていない潜在労働力のう

ち、専業主婦やシニアの２割でも働くようになるだけで、約２９０万人分の人材になります。

私は、この外側の２９０万人に選ばれるような産業を目指すことが、持続的な成長産業への

近道だというふうに考えています。 

 こうした前提の下、働き方で足切りをするような習慣を脱して、経営戦略として人を大事

にするという企業が選ばれる、こういったビジョンの解像度を上げていきたいと思ってい

ます。 

 私が提案したいイメージは、生活を差し出すダンピング、これを許容しないという建設業

を目指すものです。私が申し上げたい生活を差し出すダンピングというのは、休日や睡眠、

家族との時間を犠牲にすることを前提として仕事が成り立つような状態です。価格のダン

ピング、工期のダンピングを是正してきた次のステージは、生活のダンピングというものを

是正することではないでしょうか。例えば、技能者が先ほどより論じられている月給制への

転換で、休みが収入を減らすということにつながらないということもそうですし、技術者に

ついては、勤務間インターバルの義務化、さらには他国では、標準的な時間外割増し賃金率

を１.５倍にするなど、人への投資というところを企業評価で適切に評価する仕組みなど、

具体策については今後皆様と議論を深めていければと思っています。 

 働く人の生活を守ることは、福利厚生ではなく、未来に続く産業をつくるための経営戦略
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となっている時代ですので、人手不足への対策ではなく、労働市場から選ばれる産業への転

換という視点でこの検討会に貢献してまいりたいと思っております。 

 以上です。 

【大久保座長】  ありがとうございました。実際、世の中人手不足とか人口減少ばかりか

なり取り上げられているのですけど、実際の労働人口というのは、女性の活躍やシニア層の

カムバックといいますか、活躍ということで全体では増えていると。そういうところの人た

ちを、この建設業のほうにもしっかりと入ってきていただけると。そういう環境をつくらな

いといかんと。当然、生産性の向上と、今の新しいそういう労働人口がしっかりこの産業に

入ってくるような、両方で考えないといけないということだと思います。ありがとうござい

ました。 

 それでは、ちょっとオンラインで堀辺委員から手が挙がっていますので、堀辺さん、お願

いします。 

【堀辺委員】  住団連（住宅生産団体連合会）の堀辺です。この住団連という団体は、ハ

ウスメーカーが集まっている団体であり、私自身は積水ハウスの人間でございます。 

 今日は意見というか、住宅業界の話を少しさせていただきます。 

 ハウスメーカーというのは、技能者でなく、元請業者として施工管理をする技術者の立場

に当たります。今、我々が問題としているのは、技術者の確保です。これが一番大きな課題

となっています。今後人口が減るので、技術者も減っていくというのもありますし、現時点

でも技術者がぎりぎりでやっているという状況です。 

 特に現場の配置技術者に関しては、業法上、９,０００万以上だと専任が求められており、

実際に建築物も９,０００万以上の共同住宅が非常に増えており、工事を受注するために技

術者を確保する必要があり、中途採用で業界の中で取り合いをしている状況です。これを今

後もずっと続けるというのは、非常に困難であり、業界全体としても、技術者の制度を見直

していかないといけないと思っています。 

 特に我々の扱っている建物というのは、工業化住宅といって、一般的な一品受注生産の建

築物とは異なっていて、多くの部材を工場で製造し、現場で組み立てています。使用材料や

施工方法が標準化されており、数多くの建物を世の中に提供しているという仕組みになっ

ています。 

 そういうこともあって、実際の技術者の施工管理というのも、一般工法と比べたら非常に

簡単なものになっており、現状の業法の制度とはマッチしておらず、少し過剰な技術者の配
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置になっているというのが現状であります。会社としても生産性が悪い状況であり、今後技

術者制度の見直しが必要と感じています。逆に過剰に技術者を採用しており、業界全体で見

たら、本当に必要なところに技術者を回すこともできるのではないかとも感じております。 

 採用では、待遇のいい会社に行こうとしますので、給与がどんどん上がっており、今、技

術者もいい待遇でないとなかなか採用できない状況になっています。 

 あと、多様な働き方ということで、特に女性の活躍推進というのはどこの企業も取り組ん

でおります。技術者も女性はかなり増えており、建築系の新卒の採用も女性がかなり多い状

況です。入社後、設計業務と現場の施工管理業務と、大きく２つの業務に分かれますが、ほ

とんどの女性は設計業務を希望されます。やはり設計業務のほうが働きやすい環境にはな

っているからです。現場の施工管理は現場に行かないといけないので、働きにくい環境にな

っているというのが現状です。 

 女性の方は、だんだんと家庭を持って、時短勤務とか育休とか在宅勤務とか、いろいろな

働き方が必要となります。会社で働き続けるというのは大変ですが、施工管理なら不可能で

はないと思っています。現状ではまだまだ整っていないですが、施工管理は現場にずっとい

なくても、ＩＣＴを使ってカメラで監視してモニターで現場を監視するというのも可能で

す。実際にはいろいろなチーム制を組んだり、今試行錯誤しながら各企業は取り組んでいる

という状況です。現状は現場で働いている女性は実際１割ぐらいとまだまだ少ないですが、

もっと増やしていける可能性もあると思っています 

 あと、今後、いろいろ各論の議論もあるかと思いますが、公共事業と民間事業というのは

かなり根本的に違うと思っています。我々のほとんどは、民間のお客さん相手の商売であり、

公共事業の発注者とは求められるものがかなり違うと思いますので、今後そこら辺も分け

て考えていければと感じております。 

【大久保座長】  ありがとうございました。今、ハウスメーカー業界からの視点というこ

とで、技術者の確保、当然、取り合いになる部分と過剰になる部分のバランスをどう取って

いくかという部分、それから、女性がますます活躍できる環境をどう整えるかということ、

それとあと、民間と公共工事の違いというところの視点を、今後の検討の中でしっかりと持

っていきたいというお話でありました。 

 それでは、蟹澤さん、ちょっとお待ちください。今、こちらのほうで手が挙がっているの

で、お願いします。 

【錢高委員】  全国建設業協会副会長を仰せつかっております錢高と申します。 
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 本日初めての参加でございますので、ちょっと切り口を変えての発言をまずさせていた

だければと存じますけれども、本検討会のタイトルであります持続的な成長産業としての

建設業のあり方、持続的な成長産業としての建設業というのは、何がどうなったら持続的成

長産業としての建設業になったんだろうと。私個人的には、先ほど浜田委員も御発言があり

ましたけれども、就労者が建設産業で増えるということが、持続的な成長産業としての建設

業が達成されたんじゃないかというふうに考えております。 

 何で就労者を増やして持続的な成長産業としての建設業を達成しなければいけないのか

ということを考えますと、私は、やはり我々建設業というのは、基本的には日本国内のイン

フラの整備、維持を担っていくと。もしくは、それが担えなくなると、日本が経済成長がで

きなくなるという大きなキーファクターを我々が担っているという軸で仕事をさせていた

だいております。 

 一方で、お隣に小島委員がいらっしゃるところで大変恐縮なんですけれども、例えば、先

般、埼玉県の八潮市で道路の陥没事故が起きました。下水道のこれからのインフラの維持、

補修というのは非常に注目されているところでありますけれども、公共工事の積算労務単

価をずっと上げていただいているところは大変ありがたいんですが、生きている下水道の

中に入って、作業員さんが１日２万５,０００円もらえるから仕事をしますかというと、多

分しないですよね。じゃ、２倍の５万円でやりますかと。いらっしゃるかもしれないですけ

ど、多分なかなか集まらないだろうなと。 

 非常にみんながやっぱりやりたくない仕事になってしまっている。でも、やりたくない仕

事を、環境は当然変えていかなければいけないですけれども、なおかつ、しっかりとそこに

見合った賃金が払える仕事ということを確保しなければいけないんじゃないかと思ってお

ります。 

 そういった意味では、今後の議論として、小規模工事の歩掛ですとか、工種によっての歩

掛ということをいろいろと考えていただきたいと思いますし、特に私ども、会員企業として

約１万９,０００社の方が会員にいらっしゃいます。年商でいけば、二、三億から１兆円を

超える会社さんがいらっしゃるわけですけれども、建設産業自体がそういった非常に多様

なバックグラウンドを持っている会社さんが関わっているという前提で、国土交通省様の

政策も、必ずしも一律ということではなく、多様なところに手が届くような網のかけ方とい

うことを前提にぜひお考えいただければと思っております。 

 業全体の生産性を上げるという部分でも、先ほど御指摘がありました、口頭契約がちょっ
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と多いんじゃないかというのも、施工サイドというよりも、設計サイドで最初に入札の図書

の精度を上げていただくだけで、随分生産性も上がるんじゃないかというふうに思ってお

りますし、そういった業全体のフローをこれからの中でいろいろと議論をやっていただけ

れば大変ありがたいのかなというふうに思っております。 

 私のほうからは以上です。 

【大久保座長】  ありがとうございました。ただいま錢高委員のほうから、そもそも持続

的な成長産業とは何ぞやということで、就労者が増えていく産業ということでいくと、当然

処遇アップもありますけれども、やりたい仕事ということで、仕事の魅力というものも上げ

ていく。この両方でしっかりと就労者を増やしていかなければならないというようなお話

でございました。 

 それでは、オンラインで蟹澤委員のほうから手が挙がっていますので、蟹澤委員、お願い

します。 

【蟹澤委員】  芝浦工業大学の蟹澤と申します。オンラインから失礼いたします。 

 私は、いわゆる方策２０１１、１２、それから、この前の政策２０１７の検討メンバーで

もございました。その立場からもちょっと申し上げたいことがありまして、手を挙げさせて

いただきました。 

 １つ目は、２０１１、１２、１７からの積み残しの課題が１つ目、指摘をさせていただき

たいと思います。それはいわゆる例外規定ということになるんですけれども、例えば、今回

のこの検討会も持続可能な建設業ということになっていますけれども、建設業とは何なの

か。建設業許可を持っているというのが前提なのかなと思いますけれども、いわゆる

５００万円未満は、軽微なものは業許可がなくていいという例外規定がございます。この扱

いをどうするかというのが、私の記憶ではずっと積み残しの課題ということになっていた

と思います。 

 もう一つは、社会保険の未加入対策というのは、方策２０１１、２０１２からの重点政策

だったわけですけれども、そのときから問題になっている、厚生年金保険上は許されている、

５人未満だと入らなくていいよというところが、社会保険未加入対策という政策との間で

どうするのか。今はそちらはそちらで法律的に認められているので、いいということになっ

ているわけですけれども、これ、業界の中からは根強く、要するに、ダンピングの原資にな

りやすいと。厚生年金に入らなければ労務費を二、三割下げられるという問題はよく指摘さ

れるので、ここのところをどうするかというところが積み残し課題であるんじゃないかと
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いうことです。 

 ２つ目は、あと、やっぱりこの政策にしても、誰を対象にするかというところをもうちょ

っと広くすると、技能者に関してはＣＣＵＳがこれだけ普及しました。でも、まだまだ全体

が普及するには余地があります。積み残しの課題は、いわゆる技術者をどうするか。私は、

この産業の離職率を減らして、この業界内で人が循環するようなシステムをつくらないと、

担い手問題というのは解決しないんじゃないかと思いますけれども、そのためには、メンバ

ーシップを明確にする。そのためには、いわゆる技術者の皆さんも、ＣＣＵＳに準ずるよう

なもの、また、この延長でも別のものでもいいんですが、しっかりとその登録をすることに

よって、この政策の中での要するにメンバーになるんだと。要するに、だから、このメンバ

ーシップ、あるいはこの政策の対象者というのをはっきりさせる必要があるのではないか。

そのために政策としてはどうするかということがあるんじゃないかなと思います。 

 それから、生産性向上というのは非常に大事なキーワードなんですが、私はここに例えば

酷暑時代の生産性向上とかということをつけて、形容詞をつけて、より喫緊の課題だという

ことを明確化したほうがいいんじゃないかなというふうに思います。 

 やっぱり生産性を向上するためには、何をするか。ロボットなのか何なのかって言われま

すけれども、一番の日本の建設業の問題は、現場の最終段階まで設計が決まらないという問

題があるわけでして、いかに早く設計を決めることによって、例えば、オフサイトコンスト

ラクションという、現場がプレハブ化を進めれば、屋根のあるところでものづくりができる

わけですし、場合によっては、エアコン、空調の効いたところでもできるようになるわけで

すから、その辺の問題をどうするか。契約問題にしても何にしても、やっぱりこの設計を早

く確定するというところが非常に肝になってくるので、例えば、イギリスの政策でいえば、

そのための設計手法であるＤｆＭＡ、Design for Manufacturing and Assemblyというのを

推進しようとかということがあるわけですし、そのためには、ＢＩＭを普及しなきゃいけな

いねという政策があるわけで、よりはっきりさせるために、そこのところをどうするか。契

約のためにも、いろいろなことのためにも、この設計の早期確定化ということを政策の中で

どのように取り組むことができるかということ。 

 それから、４つ目は、私、前から申し上げている教育訓練制度、やはりメンバーシップ制

度をつくって、能力評価制度というのを技術者にも展開してつくるべきだと思うんですけ

れども、そのときに、今の問題は、日本の職業訓練とか教育の政策というのは、雇用した会

社に責任があるということになっているんですけれども、やはり人材が流動化しやすい建
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設業では、そこに一生懸命お金を払って投資した人が損するということはずっと言われて

いるわけです。 

 ですから、個社の負担なく業界全体で人を育てる。その人たちが多少流動化する中で技能

者としてレベルアップしていく。それから、技術者との間がシームレスな関係がある。逆に、

技術者から技能者に行くようなルートもある。それから、発注行政の担当のほうに行くよう

な道というのも、そんなようなことができるようなためにも、業界としての教育訓練制度、

特に見習制度、英語でいうとapprenticeshipといいますけれども、この制度、３年くらいで、

業界全体、個社の負担なく一人前にするという制度を持っていないのはＧ７の中で日本だ

けですので、この問題は、やはり今回大きな政策目標をつくる中で扱わなければいけないの

ではないかなというふうに思っております。 

 以上、４点申し上げました。よろしくお願いいたします。ありがとうございました。 

【大久保座長】  ありがとうございました。これまで様々な検討に携わられてきた蟹澤委

員のほうから、積み残し課題ということで、例外規定に関すること、それからあと、誰を対

象者とするかという中で、やはり業界内で人の循環機能みたいなものを担保していかない

といかんと。メンバーシップの話ですね。それから、生産性の向上は喫緊の課題であるので

すけど、どう進めていくか。また、最後に教育訓練制度と。業界全体で取り組んでいく必要

があるのではないかというお話でありました。 

 引き続きオンラインで丸山委員から挙手がありますので、丸山委員、お願いします。 

【丸山委員】  山下ＰＭＣ、丸山でございます。本日、実は大安吉日でございまして、札

幌で式典がございましたため、オンラインから失礼をいたしております。 

 私も、この事前の勉強会の委員として議論に参加をさせていただいておりました。現場で

の課題感というのは一つ一つまだまだ積み上げなければいけないものはあるかとは思いま

すけれども、高所大所から見たときのある程度の課題というのは可視化されたのではない

かと。勉強会の中で可視化されたのではないかというふうに思ってございます。 

 それらの課題解決というのを丁寧に議論していくということは重要だというふうには思

うのですが、私自身が実はそれ以上に重要だと思っていることというのは、やはり日本の建

設の強さみたいなものを次の世代にどう引き継いでいくのか。次の世代にそれを、世界から

見たときに日本の建設の品質管理は非常に高いレベルでございますので、これをどうやっ

てつないでいくのかという、その強みをさらに強くしていく。そういった目標設定というの

も必要になってくるのではないかなというふうに考えてございます。 
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 そのためには、全ての工事に匠の技が必要であるのか、これまで同様に全て一品生産でつ

くっていくことがよいのか。先ほど住団連の方からのお話にもありましたように、一定程度

プレデザインが必要となるようなものがあるのではないかというようなことも考える必要

が出てくるかと思います。 

 また、先ほど来、成長産業とは何なのかということの中で、人が増えることということを

御提案されていた委員の方もいらっしゃいましたが、それももちろん一つだと思うんです

けれども、人が増えるのではなく、今いる人の生産性が飛躍的に上がって、いわゆる１人当

たりＧＤＰが上がっていくことによる、それも大きな成長と言えるのではないかというふ

うに考えます。そのほうが、そこに関わる人にとってはもしかしたら幸せなのかもしれない

というふうに考えるのであれば、一概に人、いわゆる自然人を増やすということだけが答え

ではないかというふうに思います。 

 特に、我々が今手元で仕事をしていても、生成ＡＩを使うようになってから、飛躍的に生

産性が上がっています。生成ＡＩ、特にフィジカルＡＩに関する国の目標などを立てるとい

うことも非常に重要と考えます。 

 また、コストプラスフィーといったような調達の話が出ております。私どもＣＭ会社は調

達のプロとしてやってございますけれども、アメリカのコストプラスフィーをそのまま持

ってきても、もしくは、我々もお手伝いをしましたが、震災復興の際に使ったコストプラス

フィーをそのまま使っても、発注者のメリットがどこにあるのかというのは見えにくいと

いうふうに思います。 

 和魂米才という言い方がありますけれども、日本の魂で米、アメリカの才を、システムを

うまく組み直していく。そういった仕組みをつくっていくことも非常に重要になっていく

のではないかというふうに私としては思っているところでございます。 

 以上でございます。 

【大久保座長】  ありがとうございました。勉強会のメンバーとしても、引き続きまたこ

ちらのほうの検討会のメンバーとして参加していただくわけですけれども、非常に力強い、

要するに、日本の建設の強さをどうやって次の世代、次の時代に引き継いでいくかというよ

うな、そういう前向きな観点で、これからもいろいろな生産性の問題等々の検討を進めてい

くというお話でありました。 

 それでは、お願いします。 

【大森委員】  大森です。細かいことは今後の議論でいろいろされると思うので、ここで
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は基本的な視点についてだけちょっと一言。私は、建設産業政策の２００７以来ずっと

２０年ほどいろいろ関わらせていただいてきた、その視点からちょっと一言だけ申し上げ

させていただきたいと思います。 

 １つは、建設業政策という言葉なんですが、まず、建設業は誰のためにあるかというのを

一番押さえておいていただきたいと思っています。これは分かり切っていることで、国民の

ためなんですね。建設業のための建設業じゃなくて、国民のための建設業。なりわいという

のは全てそういうものだと思いますけど、だから、視点として、誰のための建設業かと。広

く国民のためだということで、これは今後も変わらないので、ここはまず基本線として外し

てはいけないんだろうというふうに私自身は思っています。 

 もう一つ、２点目ですけど、これ、政策ですけど、政策ですので、逆に言うと、時代は変

わるので、時代とともに臨機応変に変えられるような対応をできるような方策が一番私は

いいと思っています。重厚長大のものをつくると、直らないし、直せないことになってしま

うという危険性があるので、その辺のことをちょっと意識した上で政策を決められていく

ほうがよろしいのではないかというふうに思っております。 

 ２点だけ取りあえず。 

【大久保座長】  ありがとうございました。ただいま大森委員のほうから、建設業って誰

のためかと。当然、建設業はまさにインフラを担っているわけですから、まさにそれを担う

ということは、基本的には国民のためという視点を常にしっかりと持っておかないといけ

ないということと、今、非常に、いろいろなもののスピードがかなり速くなっているという

中で、時代の変遷というところに関しても、あまり硬直的に大がかりなものをつくっても、

その後、そういうものがフレキシブルにどんどん変えられていければいいのですけれども、

やっぱり変えられないというところで、そこでまた新たな課題になっていくというところ

であり、そのような制度づくりのところでもその視点が必要であるというお話がございま

した。 

 それでは、土志田さん、お願いします。 

【土志田委員】  全中建、土志田と申します。 

 私も２０１７年＋１０の会議には出させていただいて、早いものでもう１０年たとうと

しています。このときには、たしか人に優しい建設業にするにはどうしたらいいかという。

今回は、人を大事にすることがキーワードになってきているのかなというふうに思ってお

ります。 
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 １０年間、いろいろな方策をしていただいて、担い手３法をつくっていただいて、大分変

わってきて、我々中小の中でも変わってきております。建設業界の９９.４％が中小企業で

ございます。そういう中で、我々全中建の会員は、地方公共団体の土木工事の公共入札に携

わっている会員が、約８割近くがそういう状況でございます。 

 そういう中で、どうしても我々の枠の中でのお話をさせていただきたいと存じますが、と

ても感じることは、地方自治体の仕事をやっていますと、人を大事にするという、我々使う

側は人を大事にしていかないといなくなっちゃいますので、大事にして何十年も仕事をや

っていますが、申し訳ないですけど、発注者さんに人を大事にするという視点がないんじゃ

ないかなというふうに感じることが多々ございます。 

 そういう中で、今回、建設関連制度の見直しということもございましたので発言させてい

ただきますと、公共入札契約制度自体のあり方も見直しをしていただきたいなというふう

に思います。 

 そういう中で、公契連モデルのあり方の再考、議論を深めていただければありがたいなと

思っております。何しろ最低制限価格に集中したダンピングがせざるを得ないという状況

にあるということですね。できることであれば、仮に官の積算、予定価格が正しいのであれ

ば、その金額に限りなく近いところで受注できる制度になっていかないもんなのかなとい

うのが私の疑問でございます。 

 それと慣行の改善、この辺もやはり冒頭、ちょっときつい言葉でございましたが、受発注

者間の片務的な関係、これは請負契約制度の中ではなかなか解消できないことが多々ござ

います。私は慣行としてあまりいいものではないというふうに思っておりますので、やり方

によってはできるのではないかなという思いがございます。 

 そういうことも含めて、向こう１０年先の政策として議論をいただきたい。ただ、１０年

というのはやはり長い期間でございますので、５年くらいを目標にスピード感を持ってや

っていただけるような制度設計をしていただけるとありがたいなというふうに思っており

ます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

【大久保座長】  ありがとうございました。受注者サイドだけではなくて、発注者サイド

の問題も含めて考えていくということの重要性のお話がありました。 

 大変恐縮なのですけど、半分ぐらいの方がまだ御発言されていませんので、これからのと

ころは２分程度でお願いします。 
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 じゃ、藤澤さん、お願いします。 

【藤澤委員】  日本空調衛生工事業協会の藤澤でございます。このたび日本電設工業協会

さんとともに、設備工事業でこの会に参加をさせていただきました。 

 建設業は、もともと土木工事と建築工事で、構成する専門工事業として設備工事がありま

す。昨今人材不足、発注不調による計画延期等の問題が発生し、空調衛生工事・電気工事の、

２業種の事を意味する「サブコン」という言葉が一般的になりつつあります。６月に放送さ

れた「クローズアップ現代」でも取り上げられましたが、今後どういった形で解消していく

かというのは、いろいろ打合せ、協議をしながら対応していけば良いと思います。事業者の

規模別に、大手、中堅、中小では、対応すべきターゲットは大きく異なってまいります。再

開発を含んだ大型、あるいは半導体工場、データセンター等トピックスになりやすい工事は

大手の話にハイライトされていってしまいますので、そこで具体的にどんなことをやって

いくかということで解決策が見つかっていくと思います。今申し上げたように、ターゲット

によって解決すべき課題が全然、（かなり）違うと思います。対応すべき施策も変わってま

いります。そういった形で、これから先の協議が進められていけばいいと思います。 

 もう一つ、非常にシンプルな話ですが、日建連・全建さんの主導で、４週８閉所、４週８休、

かなり進んでまいりましたが、まだ達成とはなっておりません。アベレージではありますが、

４週８休が達成できても、年間１０４日。厚労省の令和７年、昨年のデータで全産業アベレ

ージ１１６日です。でありますので、ここで１２日の休日差があります。一般的なオフィス

ワーカーは大体１２０日プラスアルファの休日を取得しております。 

 人手不足の根本的な問題ですが、これを解決しないと、この業界には技術者、技能者問わ

ず、入職してまいりません。これは我々も含めて底辺にある古い考えと決別する必要がある

と思います。まず、４週８休で１０４日、そして１１０日を達成し、せめて全産業平均

１１６日を目指す。そして、オフィスの１２０日を目指していくのにはどうすればいいかと。

今の根本的な人手不足の、先ほど浜田委員からもありましたけれども、休みを犠牲にすると

いうような発想からは転換していかないと、人が増えていかないというふうに思っていま

す。 

 今申し上げました２点、ぜひこの会議で検討していただければというふうに思います。 

 以上でございます。 

【大久保座長】  ありがとうございました。規模によって、ターゲットによって課題なり

解決が全く異なるということ、そして、休日問題の重要性ということ、２点ございました。 
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 それでは、奥の方から。西委員から。 

【西委員】  全国建設労働組合総連合の西と申します。 

 １つ目、論点１の部分です。他産業との人材獲得競争に負けない処遇の実現の部分では、

第三次・担い手３法の成立で、昨年、労務費の基準ができました。行き渡らせる仕組みがで

きたけれども、これをうまく機能させる、実効できる、後押しできる施策が今必要で、「基

準ができた」で終わらせてはいけない。そういうふうに考えているところです。 

 現状では重層下請構造が改善をされていないので、何次でも行き渡っているのかの確認

も必要だと思っていますし、この検討会で重層下請構造の改善に向けた議論ができればと

思っているところです。 

 制度インフラとしての役割を果たすＣＣＵＳの部分では、住宅建設分野で履歴蓄積がな

かなか難しい状況が続いています。この問題の解決を急ぐべきだとも考えています 

 既に御意見のあった繁閑への対応、柔軟な働き方、労働力の融通の部分では、働く人たち

の労働条件が後退することがないように議論がされるべきではないか、そういうふうに考

えているところです。 

 以上です。 

【大久保座長】  ありがとうございました。担い手３法のことですけれども、基準をつく

っただけではなくて、どうやって行き渡らせるかと。そうした構造自体の検討についてもし

っかり進めていきたいというお話でありました。 

 それでは、お願いします。 

【櫻井委員】  櫻井と申します。私も前回のあり方勉強会から参加させていただいており

ます。 

 私は、社会保険労務士という仕事をしており、普段は中小建設業者様からの労務管理の相

談を受けています。そういう意味では中小建設業の方の実態をできる限りお伝えをし、前回

のあり方の勉強会で課題を、この検討会では、単なるスローガンではなく、それがより具体

化できるようなところに落としていければいいかなと思っております。 

 特に今回、私は働き方という点に注目をして、３点ほど簡単にお話をさせていただければ

と思います。 

 １つ目は、日給制の問題が出てきていますが、月給制にすることは、そんな簡単なことで

はなくて、日給ということは、そもそも時間管理もしていませんから、割増賃金が払われて

いないとか、出勤した分の支払いなので、有給休暇ができていないとか、その原資をどこか
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ら持ってくるんだとか、結構細かい問題があるんですね。 

 やっぱり細かい課題を１つ１つ改善していかないと、結局、これはスローガンで終わって

しまうのではないかと懸念しております。 

 その他、移動時間の問題なども、労働時間なのか通勤時間なのか、ということを業界全体

で検討をしていかないと、遠くの現場への移動時間が通勤時間ということであれば、労働時

間は短くても、拘束時間は長くなり、これでは、魅力ある業界にはなっていかないかと思っ

ています。今業界に若い人がいないというのであれば、なおさら業界全体で課題感を持って

いろいろ決めていかれるといいかなと思っています。 

 それから、最近では熱中症の関係で変形労働時間制の話が出てきていますが、現実的に小

さな会社で１年単位の変形労働時間制というのは、運用は難しく現実的ではありません。で

きれば、１か月の総労働時間管理であるフレックスタイム制を建設業での導入も検討して

ほしいと思っています。これは労働法に関わることですから、ここでは議論できないかもし

れませんけれども、建設業には「終わりじまい」という言葉があるくらいですから、一日一

日というよりは、１ケ月の総労働時間管理ができれば、早く帰れる日は帰ることができると

いう建設現場の良さが活かせるのではないかと思っています。今後、このあたりも検討して

欲しいなと思っております。 

 そして、もう１点、雇用の流動性のお話がありましたけれども、まさに業界全体として考

えなくてはいけない問題だと思っていますので、ぜひこの辺りも今回前向きに少しお話が

できればというふうに思っております。 

 以上です。よろしくお願いいたします。 

【大久保座長】  ありがとうございました。櫻井委員のほうから、働き方ということで、

日給制の問題、変形労働時間制の問題、それからまた、雇用の流動性をいかに高めていくか

というお話がございました。 

 それでは、お願いします。 

【久保委員】  不動産協会の久保でございます。不動産協会は、ディベロッパー約

１６０社が会員となっている業界団体でございまして、そういう意味では、この会議には、

民間工事の発注者という立場で参加させていただくことになるかと思いますので、よろし

くお願いいたします。 

 先ほどから発注者側のお話もいろいろ出ておりますので、やはり私どもとしましては、発

注者として何かご協力できることや貢献できることがあるかどうかというところを、皆さ



 

 -36-

んから忌憚のないご意見をいただきながら、業界の中でも展開していくということかと思

っております。これが１点目でございます。 

 それから、２点目は、先ほどお隣の中原総長からもお話がありましたけれども、日建連さ

んとの協議会について６月１日に１回目の協議会を開催いたしまして、その次に実務的な

打合せということで、幹事会という名前で今月から１回目が始まるということでございま

す。 

 なので、ちょうど並行してこちらも１年間かけてやっていきますので、場合によってはよ

り踏み込んだ議論をし、こちらの会議での内容も踏まえつつ、お互い連携してやっていきた

いと思っています。またご報告する機会があれば、ご報告させていただきたいと思っており

ます。 

【大久保座長】  ありがとうございました。ただいま久保委員のほうから、発注者として

の立場からこの検討会にしっかり御参画いただくと。審議会でも私よく言っているのです

が、発注者も受注者も、ある意味、運命共同体というところもありますので、ぜひよろしく

お願いしたいと思います。 

 それでは、お願いします。 

【石橋委員】  日本電設工業協会の石橋です。よろしくお願いします。 

 電気サブコンの視点です。物決め手順上建築の間仕切りが決まって、空調負荷が決まって、

全体の設備容量が決まってくると、最後にトランス容量を決めることが出来る。建築電気空

調衛生が同じ工期でも、先に決まってこないと、電気設備としては検討時間が実は少ないと

いうことです。 

 検討時間が少なければ、資機材の発注、作業員の手配など業務が輻輳し、担当者の業務負

担につながり離職者が増えているというのが今の状況です。 

労働環境改善を考えると収まりや仕様、作り方を決める物決め工期と、工事の工期を分離、

分業させることが必要ではないかと思います。物が決まってからじゃないと着工しないな

ど極端なことができれば、手戻りがなくなり作業員の無駄も資材の無駄もなくなってくる

のではないかと考えます。課題は多々あると思いますが、工期の分離、分業ができれば、物

決めのところではバックオフィスが中心になり、女性の方だとか、今の建設業以外の方を引

き込んで、働き方が改善されていくというようなことにつながるのではないかと思います。 

 以上です。 

【大久保座長】  ありがとうございました。ただいま石橋委員のほうから、電気設備工事
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ということの観点が、工事期間の問題、それから、物決めの問題、一言で言うと、段取りと

いうことですかね。そういうことは全てにおいて必要になると思いますけれども、そのとこ

ろの重要性というお話がございました。 

 それでは。 

【古屋委員】  古屋と申します。 

 私、労働市場全般を見ている立場で、本当に様々な今業界、業種で同じ議論がされている

という状況。つまり、製造業も、介護・医療の分野でも、まさに今回の議論いただきたい事

項に書かれているように、他産業との人材確保競争という中で建設業がどう戦っていくか

という観点、そういった意味では、先ほど来議論が様々な委員からもあるとおり、４週６休、

４週８休というのは、外部の人間からすると、やはりそういった戦いであるとすれば、かな

り業種間の人手獲得競争、厳しい状態なのかなというふうに感じてしまうということでご

ざいます。 

 そういった意味で、他産業も頑張っているという中で、建設業が今のすばらしいところ、

いかに技能を残していくのか、技術を残していくのかということを考えていかなくてはい

けない。 

 そう考えたときに、業界内でも今すごく起こっているのは、公共、公と民の取り合いとい

うことでございますよね。今、全自治体の２５％が技術職がいないというふうに言われてお

りますが、これは要するに民間企業に取られてしまって、民間企業が賃上げを頑張っていら

っしゃるので、公務員の魅力が低下して、取られてしまっているという状況があります。 

 こういった取り合いにならないような構造をいかにつくっていくのかは、４点かなと思

います。処遇改善、省力化、人材マネジメント、そして、人材確保のあり方を変えるという

ことだと思います。 

 時間もございますので少しだけ申し上げますと、ハローワークの建設従事者の求人数と

かは、実際、女性が物すごく増えているんですよね。技術者というか、技能職で増えており

まして、３倍になっているんですよね、この十数年で。もともとが１％だったので、３％に

しかなっていないんですけど、増えておりますと。 

 しかし、女性のやっぱり従事者、フルタイムワーカーじゃなくて、短時間希望という方も

たくさんございます。そういったことで考えると、短時間労働者の方をいかに人材マネジメ

ントをしていくのかみたいなことが、非常に今、大きな論点となっているということでござ

います。 
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 あと、業界で取り合いにならないという意味では、共同で人材育成していくみたいな話も

委員からありましたが、私も別の地域、別の業界でそういった取組を行っておりますので、

どこかで共有させていただければなと思っております。 

 以上です。 

【大久保委員】  ありがとうございました。ただいま古屋委員から、いろいろな業界を見

ていらっしゃる観点から、日本全体が人材獲得競争という中で、今後、建設業のところに有

為な人材をいかに獲得していくかというところでは、かなりいろいろな工夫なり、いろいろ

なことをやっていかないといけないというようなお話でございました。 

 それでは、お願いします。 

【福地委員】  一橋大学の福地です。専門は経営戦略です。中小企業庁で中小企業の成長

に関わる委員会に数年間参加していたので、その視点から意見を申し上げます。 

 中小企業にとって成長は重要であり、新たな付加価値の創出や生産性の向上、その結果と

しての労働者の処遇改善は、様々なデータで確認されていることかと思います。 

 建設業は労働集約的であるため、設備産業ほど規模拡大の効果が大きいとは言えません。

しかし、採用・育成やＤＸ投資、発注者との交渉力といった経営基盤的な能力を構築するに

は、やはり一定の規模が重要になると思います。 

 では、どうやって成長を実現するかということですが、その委員会での議論を踏まえると、

従業員３００人以下程度の企業では、企業の成長は圧倒的に経営者個人の経営意識と経営

力に依拠します。そもそも成長したいと思っているか、どのように成長し、どのように収益

を上げるかというストーリーが描けているかどうかです。 

 したがって、業界全体で考えるべきこともありますが、実際に人を採用し働く環境を整え

るのは個々の企業・経営者なので、個々の経営者の意識とか能力にどう働きかけるかという

観点からの制度的なインセンティブづけも重要になるかと思います。 

 もう一つ、優れた経営者に業界全体の改善を担ってもらうという観点では、Ｍ＆Ａも重要

です。優れた経営者に複数の企業の経営改善を進めてもらうことも考えるべきです。その意

味では、市場の整備や、売り手企業に関する情報の透明性の向上、一方で、買い手企業が安

心して任せられる企業かどうかを判断できる情報環境の整備は、行政が関与しうる領域だ

と思います。 

 以上です。 

【大久保座長】  ありがとうございました。ただいま福地委員のほうから、中小企業の成
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長ということを考えるときには、一つは経営者の資質といいますか、そういうものの重要性

と、あと、それにも当然関わってくるのですけれども、Ｍ＆Ａ等、規模をどう拡大していく

かと。規模が大きくなれば、またやれることも増えてくるというところで、その観点も重要

というお話がありました。 

 それでは、お願いします。 

【木村委員】  勉強会に引き続き参加させていただいています、日経アーキテクチュアの

木村です。 

 私は建築の雑誌の編集長をやっているんですけど、個人、記者としては、建設分野のＤＸ

を取材してまいりましたので、その立場からコメントさせていただきます。 

 ｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎも始まって１０年を超えていますし、ＤＸも言い始めて

もう数年たっているというところで、いろいろな取組が出てきているかと思います。進んだ

ところも多いかと思うんですけど、一方で、なかなか進まないなというところも多いという

ことで、なぜ進まないかというと、やはり背景には重層下請構造とか、契約方式であったり

とか、いろいろな個社ではなかなか解決できない構造的な課題があるのかと思います。これ

に踏み込んでいかないと、産業自体のＤＸというのは足踏みを続けるのじゃないかなとい

うふうに思っています。 

 この検討会では、こういう課題の解決に向けて、いろいろな専門家の皆さんの視点から制

度とか仕組みに手を入れていくということになると思いますので、その辺りについて非常

に期待しております。 

 特にそのポイントは、やっぱり建設業界の大半を占めている中小企業、専門工事会社とか、

この辺りのＤＸをどう進めていくかというところかなと思っていまして、現状、デジタルに

限らず、いろいろな投資をしようとしたときに、企業規模もちっちゃいですし、なかなかお

金の面でも人の面でも難しい面があると思いますので、この辺り、よい方向に導くように、

どういうふうに政策的に後押ししていくかというのが重要になってくるかと思います。 

 これとはちょっと異なる話題ですけれども、テクノロジーというところで見ていくと、特

にＡＩについては、仕事の進め方だったりとか、技術者に求められるような人材像とか、そ

ういったものを本当に大きく変えていく可能性があると思っていますので、今回の検討会

でどこまで踏み込んで議論していくかというのはともかくとして、建設業を持続的な成長

産業として今後も継続させていくということを考えると、ＡＩをどう取り込んでいくのか

とか、どう対応していくか、この辺りをきちんとフォローしていく必要があるかと思います。 
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 以上です。 

【大久保座長】  ありがとうございました。建築分野のＤＸということは言われて久しい

わけですけれども、なかなか進まない部分が多く、個社では解決できないということで、全

体の重層下請構造自体の課題の中でどう解決していくかという部分、それから、ＡＩの活用、

特に建設業において、フィジカルＡＩとロボティクスをどう組み合わせていくかというこ

とだと思いますけど、その辺りの重要性に関してお話がございました。 

 それでは、お願いします。 

【小島委員】  埼玉県県土整備部長の小島でございます。発注者という立場で参加させて

いただいております。 

 県のほうから一言だけ最後に言わせていただくと、県の業務を担っている地域の建設業

者は主に中小企業でございますが、公共インフラの整備、日常の維持管理、特に災害時の緊

急出動であったり、応急対応など、地域の担い手、守り手として不可欠な存在というのは改

めて申し上げることもないものだと思っております。 

 地域建設業がこの役割を担い続けるためには、やはり今議論になっております人手不足、

高齢化などに対応して、地域建設業の持続的な発展を支えることが大事だと、私どもも認識

しております。ぜひこの検討会で一緒になって検討していきたいと思っておりますので、引

き続きよろしくお願いいたします。 

 以上です。 

【大久保座長】  ありがとうございました。発注者の立場からということであります。地

域建設業の重要性ということで、これまでもおっしゃっていますけれども、両サイドでこの

課題にしっかり取り組んでいくことに関して御意見がございました。 

 そのほかにどなたかよろしいですか。よろしいでしょうか。 

 上野委員は特によろしいでしょうか。 

【上野委員】  ありがとうございます。皆様の御意見、拝聴しています。初めての参加で

すので、今、一生懸命頭の中を整理しております。 

【大久保座長】  分かりました。 

 それでは、一応、皆様からの御意見を頂戴いたしました。 

 まとめて国交省からコメントといっても、なかなか困るかもしれませんが、もし何かあれ

ばお願いします。 

【渡邊建設業課長】  建設業課長の渡邊でございます。 
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 総論的な、各論的な、様々な角度から幅広い御意見をいただきまして、ありがとうござい

ました。事務局として、しっかり次回に向けて整理を行ってまいりたいと思いますので、引

き続き御指導のほどよろしくお願い申し上げます。 

【大久保座長】  ありがとうございました。 

 今日、初回ということで、今皆さんからいただいたいろいろな御意見等に関して、また整

理をお願いしたいと思います。 

 それでは、本日の議事はここまでとして、以降の進行は事務局にお返しをいたします。 

【髙橋入札制度企画指導室長】  大久保座長をはじめ、委員の皆様、長時間にわたる御議

論、ありがとうございました。 

 本日の会議は以上となります。次回の開催日程につきましては、調整の上、事務局より改

めて御連絡させていただきます。 

 本日は誠にありがとうございました。 

 

―― 了 ―― 


